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基

準

種

別 

項目 質問 回答 
ＱＡ発出時期 

文書番号等 
番号 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

一部ユニット型施設・事業所が、ユニット型部

分とユニット型以外の部分それぞれ別施設・

事業所として指定されることとなった場合につ

いて、➀常勤職員による専従が要件となって

いる加算 

➁入所者数に基づいた必要職員数が要件と

なっている加算の算定について、それぞれど

のように考えればよいか。 

（➀について） 

従来、「一部ユニット型」として指定を受けていた施設が、指定

更新により、ユニット型施設とユニット型以外の施設とで別の指

定を受けている場合を含め、同一建物内にユニット型及びユニ

ット型以外の介護老人福祉施設（又は地域密着型介護老人福

祉施設）が併設されている場合については、「個別機能訓練加

算」や「常勤医師配置加算」など常勤職員の専従が要件となっ

ている加算について、双方の施設を兼務する常勤職員の配置

をもっ 

て双方の施設で当該加算を算定することは認められないものと

してきたところである。しかしながら、個別機能訓練加算につい

ては、「専ら機能訓練指導員の職務に従事する」 

ことが理学療法士等に求められているものであり、一体的な運

営が行われていると認められる当該併設施設において、双方

の入所者に対する機能訓練が適切に実施されている場合で、

常勤の理学療法士等が、双方の施設において、専ら機能訓練

指導員としての職務に従事しているのであれば、今後、当該加

算の算定要件を双方の施設で満たすものとして取り扱うことと

する。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A Vol.2 平成

27 年 4 月 30

日 

25 



（➁について） 

入所者数に基づいた必要職員数を算定要件としている加算で

ある「看護体制加算」と「夜勤職員配置加算」については、双方

の入所者の合計数に基づいて職員数を算定するもので 

ある。この点、夜勤職員配置加算については、「平成 21 年 4 

月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）」（平成 21 年 3 月 23 日）では、「一

部ユニット型については、ユニット部分及び多床室部分それぞ

れで要件を満たす必要がある」としているところであるが、指定

更新の際に別指定を受けることとなった旧・一部ユニット型施

設を含め、同一建物内にユニット型及びユニット型以外の施設

（介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老

人保健施設） 

が併設されている場合については、双方の入所者及びユニット

数の合計数に基づいて職員数を算出するものとして差し支えな

いこととする。なお、この際、ユニット型施設と従来型施設のそ

れぞれについて、１日平均夜勤職員数を算出するものとし、そ

れらを足し合わせたものが、施設全体として、１以上上回ってい

る場合に夜勤職員配置加算が算定できることとする。ただし、

ユニット型施設と従来型施設の入所者のそれぞれの基本サー

ビス費について加算が算定されることとなるため、双方の施設

における夜勤職員の加配の状況が極端に偏りのあるものとな

らないよう配置されたい。 

※短期入所生活介護事業所についても同様の取扱いとする。 

※平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27 年４月

１日）の問１３５については削除する。 

※平成 23 年 Q＆A「指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴う

指定、介護報酬等の取扱いについて（疑義解釈）」（平成 23 年

９月 30 日）問６について、上記回答に係る部分については適



用を受けないものとする。 

H 

27 

「経口移

行加算」

の見直し

関係 

言語聴覚士又は看護職員による支援とは何

か。 

入所者等の誤嚥を防止しつつ、経口による食事の摂取を進め

るための食物形態、接種方法等における特別な配慮のことを

いう。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

121  

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

算定日の属する月の前６月間又は前１２月間

における新規入所者の総数における「要介護

４又は５の者の割合」及び「日常生活に支障を

来すおそれのある症状若しくは行動が認めら

れることから介護を必要とする認知症である

者の割合」について、前６月間で算出するか前

１２月間で計算するかは事業所が選択できる

のか。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

122 

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

前６月間で要件を満たしたものとして届出を行

ったが、その後に前６月間では要件を満たさな

くなった場合であっても、前１２月間で要件を満

たしていれば改めて届出を行わなくてもよい

か。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

123 

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

新規入所者の総数に占める割合を用いる部

分の要件について、開設後６月を経過してい

ない施設は満たさないということか。 

算定日の属する月の前６月又は１２月における新規入所者に

ついて、要件を満たすことを求めるものであり、開設後の経過

月数にかかわらず、算定可能である。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

124 



H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

新規入所者が１名のみであった場合には、当

該１名の新規入所者の状態のみをもって、要

件の可否を判断するのか。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

125 

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

入院に伴い一旦施設を退所した者が、退院後

に再入所した場合、日常生活継続支援加算の

算定要件における新規入所者に含めてよい

か。 

入院中も引き続き、退院後の円滑な再入所のためにベッドの確

保等を行い、居住費等を徴収されていた者については、新規入

所者には含めない。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

126 

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

老人福祉法等による措置入所者は、新規入所

者に含めるのか。 

含めない。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

127 

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

日常生活継続支援加算を算定する場合には、

要件の該当者のみでなく、入所者全員に対し

て加算を算定できるものと考えてよいか。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

128 

H 

27 

「日常生

活継続支

援加算」

の見直し

関係 

日常生活継続支援加算の算定要件となる新

規入所者の要介護度や日常生活自立度につ

いて、入所後に変更があった場合は、入所時

点のものと加算の算定月のもののどちらを用

いるのか。 

入所時点の要介護度や日常生活自立度を用いる。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

129 

H 
特別養護

老人ホー

ムの職員

専従が求められる特別養護老人ホームの職

員について、「同時並行的に行われるもので

はない職務であれば、兼務することは差し支

特別養護老人ホームに従事する職員についての専従要件は、

他の職業との兼業を禁止する趣旨のものではないため、特別

養護老人ホームに従事する時間帯以外の時間帯であることを

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

130 



27 
に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

えない」とのことだが、生活相談員や介護職員

などの直接処遇職員についても、地域貢献活

動等に従事することが認められるということで

良いか。 

勤務表等で明確にした上で、それらの活動に従事することは可

能である。 

A（平成 27 年

４月１日） 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

常勤の職員の配置が求められる職種につい

ては、職員が時間帯を明確に区分し、法人内

の他の職務に従事する場合には、特別養護

老人ホームにおける勤務時間が常勤の職員

が勤務すべき時間数に達しないこととなるた

め、人員基準を満たすためには当該職員とは

別に常勤の職員を配置する必要があると考え

てよいか。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

131 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

職員が時間帯を明確に区分し、法人内の他の

職務に従事した時間については、常勤換算方

法における職員の勤務延時間数に含まないと

考えてよいか。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

132 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

特別養護老人ホームにおいて勤務すべき時

間帯については、従前のとおり、介護職員等

の直接処遇職員については原則として兼務が

できず、その他の職員の兼務についても、同

一敷地内の他の社会福祉施設等への兼務で

あって、入所者の処遇に支障をきたさない場

合に限られるものであると考えてよいか。 

また、特別養護老人ホームにおいて勤務すべ

き時間帯以外については、職員が別の敷地内

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

133 



にある他の事業所や施設の職務に従事するこ

とができると考えてよいか。 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

今回の専従要件の緩和を受けて、生活相談員

が、一時的に入院した入所者の状況確認のた

めの外出をすることは認められるか。 

ご指摘の一時的に入院した入所者の状況の確認のための外

出については、一般的には、特別養護老人ホームに従事する

生活相談員として通常果たすべき業務の範囲内と考えられると

ころであり、特別養護老人ホームに従事する時間帯に行っても

差し支えないと考 

える。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

134 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

一部ユニット型施設・事業所が、ユニット型部

分とユニット型以外の部分それぞれ別施設・

事業所として指定されることとなった場合につ

いて、専従要件や利用者の数などの加算の算

定条件についてどのように考えればよいか。 

従来、「一部ユニット型」として指定を受けていた施設が、指定

更新により、ユニット型施設とユニット型以外の施設とで別の指

定を受けている場合を含め、同一建物内にユニット型及びユニ

ット型以外の介護老人福祉施設（又は地域密着型介護老人福

祉施設）が併設されている場合については、「個別機能訓練加

算」や「常勤医師配置加算」など常勤職員の専従が要件となっ

ている加算について、双方の施設を兼務する常勤職員の配置

をもって双方の施設で当該加算を算定することは認められない

ものとしてきたところである。 

しかしながら、個別機能訓練加算については、「専ら機能訓練

指導員の職務に従事する」ことが理学療法士等に求められて

いるものであり、一体的な運営が行われていると認められる当

該併設施設において、双方の入所者に対する機能訓練が適切

に実施されている場合で、常勤の理学療法士等が、双方の施

設において、専ら機能訓練指導員としての職務に従事している

のであれば、今後、当該加算の算定要件を双方の施設で満た

すものとして取り扱うこととする。 

また、介護福祉施設サービス及び地域密着型介護老人福祉施

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

135 

H27 

Vol.2 

にて 

削除 



設入所者生活介護における「看護体制加算」と「夜勤職員配置

加算」については、入所者数に基づいた必要職員数を算定要

件としている加算であり、同一建物内にユニット型及びユニット

型以外の介護老人福祉施設（又は地域密着型介護老人福祉

施設）が併設されている場合についてのこれまでの取扱いと同

様、双方の入所者の合計数に基づいて職員数を算定するもの

とする。 

※ 短期入所生活介護事業所についても同様の取扱いとす

る。 

※ 平成 23 年 Q＆A「指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に

伴う指定、介護報酬等の取扱いについて（疑義解釈）」（平成23 

年９月 10 日）問６については、介護老人福祉施設及び地域密

着型介護老人福祉施設が併設されている施設については適

用を受けないものとする。 

H 

27 

特別養護

老人ホー

ムの職員

に係る「専

従要件」

の緩和関

係 

一部ユニット型施設・事業所が、ユニット型部

分とユニット型以外の部分それぞれ別施設・

事業所として指定されることとなった場合につ

いて、栄養マネジメント加算を双方の施設で算

定することは可能か。 

算定可能である。なお、詳細については、以下の通知を参照さ

れたい。 

※ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部

分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３

月８日付老企発第４０号厚生省老人保健福祉局企画課長通

知）第２の５(18) 

※ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成１８年３月３１日付老計発第 0331005 号・老振発

第0331005 号・老老発第0331018 号厚生労働省老健局計画・

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

136 



振興・老人保健課長連名通知）第２の８(18) 

H 

27 

その他の

見直し 

夜勤職員配置加算を算定していれば、宿直員

を配置しなくてもよいか。 

夜勤職員配置加算の算定の有無にかかわらず、現に夜勤職

員が加配されている時間帯については、宿直員の配置が不要

となるものである。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

137 

H 

27 

その他の

見直し 

「夜間における防火管理の担当者」は、消防法

に基づく防火管理者資格などの資格を保有し

ている必要があるか。また、どのような役割が

期待されるのか。 

防火管理者の資格を特段求めるものではない。なお、緊急時

等に「防火管理の担当者」に求められる役割は、宿直員と同様

である。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

138 

H 

27 

その他の

見直し 

例えば視覚障害に対応できる障害者生活支

援員はいるが、それ以外の障害に対応できる

障害者生活支援員がいない場合であっても、

視覚障害を持つ者が 15 人以上いれば、障害

者生活支援体制加算を算定できるのか。 

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

139 

H 

27 

その他の

見直し 

「在宅入所相互利用加算」により要介護２以下

の方が利用する場合には、いわゆる「特例入

所」の要件を満たした者でなければいけない

のか。 

平成 27 年 4 月以降、介護老人福祉施設及び地域密着型介

護老人福祉施設に入所する者は、原則として要介護３以上に

限定されることとなるため、貴見のとおりである。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

140 

H 

27 

その他の

見直し 

平成２７年８月以降、多床室の室料負担の見

直しに伴い、多床室の基本報酬が４７単位減

額される代わりに、補足給付の基準費用額が

４７０円引き上げられるが、地域区分による単

価の差異については補填されないと考えてよ

貴見のとおりである。 平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 
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いか。 

H 

27 

「看取り介

護加算」

の見直し

関係 

看取りに関する指針の内容について見直しを

行って変更した場合には、既存の入所者等に

対して、改めて説明を行い、同意を得る必要

があるか。 

「看取りに関する指針」の見直しにより、「当該施設の看取りに

関する考え方」等の重要な変更があった場合には、改めて入所

者及びその家族等に説明を行い、同意を得る必要がある。な

お、それ以外の場合についても、入所者等への周知を行うこと

が適切である。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

142 

H 

27 

「看取り介

護加算」

の見直し

関係 

看取りに関する指針は、入所の際に入所者又

は家族に説明し、同意を得ることとされている

が、入所後に入所者の心身の状況が変化し

看取り介護の必要性が認められる場合に、そ

の時に説明し、同意を得たとして算定はできな

いのか。 

少なくとも説明及び同意の有無を確認することは、原則入所時

に行う必要がある。ただし、同意の有無を確認することについ

ては、入所者の意思に関わるものであることから、遅くとも看取

り介護の開始前に行う必要がある。 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 

143 

H 

27 

「看取り介

護加算」

の見直し

関係 

算定要件に「多職種の相互の連携の下、介護

記録等入所者に関する記録を活用し行われる

介護についての説明を受け、同意した上で介

護を受けている者」とあるが、具体的にどのよ

うな記録を活用して、何を説明するのか。ま

た、何について同意を得るのか。 

詳細については、以下の通知を参照されたい。 

※ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部

分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定 

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成

１２年３月８日付老企発第４０号厚生省老人保健福祉局企画課

長通知）第２の５(24) 

※ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成１８年３月３１日付老計発第 0331005 号・老振発

第0331005 号・老発第0331018 号厚生労働省老健局計画・振

興・老人保健課長連名通知）第２の８(24) 

平成 27 年度

介護報酬改定

に関する Q＆

A（平成 27 年

４月１日） 
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1 

人

員 

夜勤体制 (介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)平成 18 年 3 月 31 日

付け介護制度改革インフォメーション vol.88「介

護老人福祉施設等に関するＱ＆A」において、

「改修等によりやむを得ず同一階に奇数ユニ

ットを設ける場合に、隣接する階段等を通じて

昇降が容易にできる構造になっているときは、

1 名の夜勤者が隣接階にある 2 ユニットを担当

することとしても差し支えない」こととされてい

るが、改修ではなく、当初から同一階に奇数ユ

ニットがある場合も同様な取扱いとしてよい

か。 

既存の施設で､同一階に奇数ユニットがある形態で整備されて

いるものについては、Ｑ＆Ａと同様の取扱いとして差し支えない

が、今後整備する場合には、今回の夜勤体制の見直しを踏ま

え、同一階に奇数ユニットを設けることは避けるべきである。 

18.9.4 

介護制度改革

information 

vol.127 

事務連絡 

介護老人福祉

施設及び地域

密着型サービ

スに関する

Q&A 

13 

1 

人

員 

基準緩和

措置 

地域密着型特別養護老人ホームの介護臓員

については、一般の特別養護老人ホームの基

準に比ベて、何か緩和されるのか。 

通常の介護老人福祉施設では、常時一人以上の常勤の介護

臓員の配置を必要としているが、地域密着型介護老人福祉施

設では、常時一人以上の介護臓員でよいこととしており、非常

勤の介護識員でも構わない。 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

107 



1 

人

員 

サテライト

型居住施

設 

サテライト型居住施設については、どのように

人員基準が緩和されるのか。 

サテライト型居住施設は、本体施設との密接な連携が図られる

ものであることを前提として、人員基準の緩和を認めており、本

体施設の職員によりサテライト型居住施設の入所者に対する

処遇等が適切に行われることを要件として、医師、栄養土、機

能訓練指導員、介護支援専門員等をサテライト型居住施設に

置かないことができる。 

また、生活相談員、看護職員についても、所要の緩和を認めて

いる。 

 

《本体施設(50 名) とサテライト型居住施設(20 名) の人員配置例》 

人員 本体施設 サテライト型居住施設 

施設長（管理者） 1 名 1 名 

医師 1 名 － 

生活相談員 1 名（常勤） 1 名（常勤換算方法） 

介護職員 17 名 

常時 1 人以上の 

常勤介護職員 

7 名 

常時 1 人以上の 

介護職員 

看護職員 常勤 2 人 非常勤でもよい 

（常勤換算方法で 1 人） 

栄養師 1 名  

機能訓練指導 1 名  

介護支援専門員 1 名  
 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

108 

1 

人

員 

サテライト

型居住施

設 

サテライト型居住施設の本体施設である介護

老人福祉施設の人員墓準において、本体施

設の入所者数とサテライト型居住施設の入所

者数の合計数を基礎として算出するとは、具

体的にはどのように行うのか。 

サテライト型居住施設には、医師、介護支援専門員、調理員又

は事務員その他の臓員を置かないことができる場合があるが、

その場合には、本体施設の入所者とサテライト型居住施設の

入所者の合計数を基礎として本体施設の当該人員を算出しな

ければならないことを示したものである。 

例えば、本体施設の入所者数を 80 名、サテライト型居住施設

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

109 



の入所者数を 29 名とすると、サテライト型居住施設に介護支援

専門員を置かない場合に‘ 合計数である 109 名を基礎として

人員を算出するため、本体施設に 2 名の介護支援専門員が必

要となる。 

1 

人

員 

併設事業

所の人員

基準緩和 

地域密着型介護老人福祉施設に併設事業所

がある場合、人員基準はどのように緩和され

るか。 

地域密着型介護老人福祉施設に短期入所生活介護事業所、

通所介護事業所、認知症対応型通所介護事業所、小規模多

機能型居宅介護事業所が併設される場合については、処遇等

が適切に行われる場合に限り、それぞれ以下のとおり人員基

準の緩和を認めている。 

《併設事業所と人員基準の緩和》 

 

併設事業所 人員基準の緩和 

短期入所生活介護 

事業所 

短期入所生活介護事業所に置かないことが

できる人員 

 ・医師 

・生活相談員 

・栄養士 

・機能訓練指導員 

・調理員その他の従業者 

通所介護事業所 通所介護事業所に置かないことができる人

員 

 ・生活相談員 

・機能訓練指導員 

認知症対応型通所介護

事業所 

認知症対応型通所介護事業所に置かない

ことができる人員 

 ・生活相談員 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

110 



・機能訓練指導員 

小規模多機能型居宅介

護事業所 

地域密着型介護老人福祉施設に置かない

ことができる人員 

 ・介護支援専門員 
 

2 

設

備 

サテライト

型居住施

設 

サテライト型居住施設とはどのようなものか。 サテライト型居住施設とは、本体施設と密接な連携を確保しつ

つ、本体施設とは別の場所で運営される地域密着型介護老人

福祉施設をいう。 

また、本体施設とは、サテライト型居住施設と同じ法人により設

置され、当該施設に対する支援機能を有する介護老人福祉施

設をいう。 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

103 

2 

設

サテライト

型居住施

設 

本体施設とサテライト型居住施設との距離に

は制限があるのか。 

本体施設とサテライト型居住施設との間の距離は、両施設が

密接な連携を確保できる範囲内としなければならない。ここで

いう「密接な連携を確保できる範囲内」とは、通常の交通手殴

を利用して、おおむね２０分以内で移動できることを目安とす

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

104 



備 
る。 Q&A 

2 

設

備 

併設事業

所 

地域密着型介護老人福祉施設には、短期入

所生活介護事業所等の居宅サービス事業所

や小規模多機能型居宅介護事業所を何か所

も併設することができるか。 

地域密着型介護老人福祉施設には、居宅サービス事業所や

他の地域密着型サービス事業所を併設することができるが、短

期入所生活介護事業所を併設する場合は、施設全体が地域

密着型サービスの趣旨に反して過大なものとならないよう、併

設する短期入所生活介護事業所の定員は、当該地域密着型

介護老人福祉施設の定員を上限とする。 

通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所等を併設

する場合は、特に定員の上限はない。 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

106 

2 

設

備 

設備基準

の緩和措

置 

地域密着型特別養護老人ホームの設備基準

は、一般の特別養護老人ホームと比較して、

どのように緩和されるのか。 

地域密着型介護老人福祉施設では、廊下幅が次のように緩和

される。 

 

《地域密着型介護老人福祉施設の廊下幅》 

            廊下幅           中廊下 

一般の特養    １．８ｍ以上        ２．７ｍ以上 

地域密着型特養 １．５ｍ以上        １．８ｍ以上  

※なお、廊下の一部の幅を拡張すること等により、円滑な往来

に支障がないときは、これによらないことができる。(建築基準

法等他の法令の基準を満たす範囲内) 

 

また、サテライト型居住施設については、次のように設備墓準

が緩和される。 

○ 調理室 

本体施設の調理室で調理する場合で、運搬手段について衛生

上適切な措置がなされているときは、簡易な調理設備を設ける

ことで足りる。 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

111 



○ 医務室 

医務室は必要とせず、入所者を診療するために必要な医薬品

及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設

けることで足りる。 

2 

設

備 

ユニットの

共同生活

室間の壁 

ユニット型個室の特別養護老人ホームにおけ

るユニットの共同生活室間の壁を可動式のも

のにすることについてどう考えるか。 

１．ユニット型個室の特別養護老人ホームにおいては、適切な

ユニットケアとして、 

・要介護高齢者の尊厳の保持と自立支援を図る観点から、居

宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常生活

の中で入居者一人ひとりの意思と人格を尊重したケアを行うこ

と 

・小グループ（ユニット）ごとに配置された職員による、利用者一

人ひとりの個性や生活のリズムに沿ったケアの提供 

などが必要とされているところであり、そのための介護報酬の

設定もなされているものである。 

 

２．ユニットの共同生活室間の壁が可動式である場合において

は、当該壁を開放して、従来型個室のような形態にしてしまうこ

とも可能であり、実体上、ユニットケアとしての職員の配置（※）

23.12.1 

事務連絡 

ユニット型個

室の特別養護

老人ホームの

設備に関する

Ｑ＆Ａについ

て 

1 



や入居者の処遇が適切に行われないおそれがある。その場

合、従来型個室に比して、ユニットの介護報酬を手厚くしている

こと等に反することも考えられる。 

 

（※）ユニット型個室の特別養護老人ホームにおいては、入居

者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性（馴染み

の関係）を重視したサービスの提供が求められており、直接処

遇職員のローテーションは、基本的に当該ユニット内で固定さ

れていることが望ましい。 

 

３．したがって、ユニットの共同生活室間の壁を可動式にするな

ど、ユニットケアを損なうおそれがあると考えられるものについ

ては、ユニット型個室の特別養護老人ホームの構造として適切

なものとはいえない。 

3 

運

営 

感染症対

策委・事

故防止検

討委 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)感染症対策委員会と

事故防止検討委員会は、運営委員会など他

の委員会と独立して設置・運営することが必要

とされているが、施設に既存のリスクマネジメ

ント組織がある場合は、新たにこれらの委員

会を設置することなく、既存の組織で対応して

よいか。褥瘡予防や身体拘束防止について

は、委員会設置の必要はないか。 

感染症予防対策や事故防止対策について十分に検討し､責任

を持って方針を決定できる構成員や体制になっていると認めら

れる場合は､既存の組織を活用することも差し支えない。なお、

褥瘡予防や身体拘束防止については、委員会設置は必須で

はない。 

18.9.4 

介護制度改革

information 

vol.127 

事務連絡 

介護老人福祉

施設及び地域

密着型サービ

スに関する

Q&A 

12 



3 

運

営 

サテライト

型居住施

設 

サテライト型居住施設を設置するには、本体

施設の定員を減らす必要があるのか。 

各都道府県が介護保険事業支援計画において定める必要利

用定員総数の範囲内であれば、本体施設の定員を減らす必要

はない。 

ただし、各都道府県では、同計画の中で、介護老人福祉施設を

始めとする介護保険三施設の個室ユニット化の整備目標を定

めていることを踏まえ、サテライト型居住施設の仕組みを活用

しながら、本体施設を改修するなど、ユニット型施設の整傭割

合が高まっていくようにする取組が求められる。 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

105 

4 

報

酬 

個別機能

訓練加算 

個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等

について示されたい。 

当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置するこ

とを評価していた体制加算を、機能訓練指導員の配置と共に、

個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価することとしたも

のであり、介護サービスにおいては実施日、（介護予防）特定

施設入居者生活介護サービス及び介護老人福祉施設サービ

スにおいては入所期間のうち機能訓練実施期間中において当

該加算を算定することが可能である。 なお、具体的なサービ

スの流れとしては、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメン

トを行い、目標設定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員

が必要に応じた個別機能訓練の提供を行い、その結果を評価

すること」が想定される。また、行われる機能訓練の内容は、各

利用者の心身伏況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機

能を改善し、又はその減退を予防するのに必要な訓練を計画

されたい。 

18.4.21 

介護制度改革

information 

vol.96 

平成 18 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.3) 

15 

H26 

削除 



4 

報

酬 

看取り介

護加算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)看取り介護加算につ

いて、家族が看取りのための個室ではなく、二

人部屋でよいと同意している場合、二人部屋

であっても加算が算定できるのか。 

本人や家族の希望により多床室での看取り介護を行った場合

には､看取り介護加算の算定は可能であるが、多床室を望む

のか、個室を望むのかは時期によって変わってくることもある

ので､適宜本人や家族の意思を確認する必要がある。 

18.9.4 

介護制度改革

information 

vol.127 

事務連絡 

介護老人福祉

施設及び地域

密着型サービ

スに関する

Q&A 

4 

4 

報

酬 

看取り介

護加算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)看取り介護で入所者

が多床室から看取りのための個室(静養室）に

入った場合、個室の居住費の取扱いはどうな

るのか。また、看取りのための個室が従来型

個室であった場合はどうか。 

看取りのための個室が静養室の場合は､看取りのための個室

に入る前の多床室に係る報酬を算定することとなる。また、看

取りのための個室が従来型個室である場合は、「感染症等に

より従来型個室への入所の必要があると医師が判断した者で

あって､当該居室への入所期間が30日以内であるもの」に該当

する場合には、多床室に係る介護報酬を適用する。この場合、

居住費については、多床室扱いとなり、光熱水費のみが自己

負担となる。 
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介護制度改革

information 

vol.127 

事務連絡 

介護老人福祉

施設及び地域

密着型サービ

ス に 関 す る

Q&A 

5 

4 

報

酬 

準ユニット

ケア加算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)準ユニットケア加算に

ついて、準ユニットケア加算を算定する準ユニ

ットの中に個室的なしつらえに改修していない

多床室がある場合(準ユニットを構成する 3 多

床室のうち、2 多床室は個室的なしつらえにし

ているが、1 多床室は多床室のままの場合）、

準ユニットケア加算は全体について算定でき

準ユニットを構成する多床室は全て個室的なしつらえを整備し

ていることが要件であり、準ユニットケア加算は算定できない。 
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介護制度改革

information 

vol.127 

事務連絡 

介護老人福祉

施設及び地域

密着型サービ
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ないのか。 ス に 関 す る

Q&A 

4 

報

酬 

準ユニット

ケア加算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)準ユニットケア加算に

ついて、個室的なしつらえとしてそれぞれ窓は

必要か。 

準ユニットケア加算を算定する場合の個室的なしつらえについ

ては､必ずしも窓は必要としない。 
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施設及び地域

密着型サービ

ス に 関 す る

Q&A 
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4 

報

酬 

準ユニット

ケア加算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)準ユニットケア加算

の要件である入所者のプライバシーの確保に

配慮した個室的なしつらえについて、4 人部屋

を壁等で仕切る場合、廊下側の部屋は日照や

採光面で問題があると考えられるため、壁等

にすりガラスの明り窓等を設けることは認めら

れるか。 

採光に配慮して、壁等にすりガラスの明り窓等を設ける場合で

も、個室的なしつらえに該当することはあり得るが､視線の遮断

が確保される構造かどうか個別に判断することが必要である。 
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4 

報

酬 

身体拘束

廃止未実

施減算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)身体拘束廃止未実施

減算については、「身体拘束の記録を行って

いない事実が生じた場合、速やかに改善計画

を市町村長に提出した後、事実が生じた月か

ら 3 ヵ月後に改善計画に基づく改善状況を市

町村長に報告することとし、事実が生じた月の

翌月から改善が認められた月までの間につい

て減算する」こととされているが、施設監査に

行った際に身体拘束に係る記録を行っていな

いことを発見した場合、いつからいつまでが減

算となるのか。また、平成 18 年 4 月前の身体

拘束について記録を行っていなかった場合

は、減算の対象となるのか。 

・身体拘束の記録を行っていなかった日：平成

18 年 4 月 2 日 

・記録を行っていなかったことを発見した日：平

成 18 年 7 月 1 日 

・改善計画を市町村長に提出した日：平成 18

年 7 月 5 日 

身体拘束廃止未実施減算については､身体拘束の記録を行っ

ていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に

提出し、これに基づく改善状況を3か月後に報告することになっ

ているが、これは、事実が生じた月に改善計画を速やかに提出

させ､改善計画提出後最低 3 か月間は減算するということであ

る。 

したがって、お尋ねのケースの場合、改善計画が提出された平

成 18 年 7 月を基準とし、減算はその翌月の同年 8 月から開始

し、最短でもその 3 か月後の 10 月までとなる。  

なお、身体拘束廃止未実施減算は、平成 18 年 4 月から新たに

設けたものであることから､同月以降に行った身体拘束につい

て記録を行っていなかった場合に減算対象となる。 
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information 

vol.127 

事務連絡 

介護老人福祉

施設及び地域

密着型サービ

ス に 関 す る

Q&A 
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4 

報

酬 

在宅・入

所相互利

用加算 

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護)在宅・入所相互利用

加算について、A さんと B さん間であらかじめ

在宅期間及び入所期間を定めて、同一の個室

を計画的に利用する予定であったが、A さんが

入所中に急遽入院することになったため、B さ

んが当初の予定日前に入所することとなった。

また、B さんは A さんが退院して施設に戻れば

ＡさんとＢさんの在宅期間と入所期間を定めた当初の計画を変

更した上で、Ｂさんが同一の個室を利用するのであれば、在

宅・入所相互利用加算を算定することは可能である。  
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在宅に戻ることになっている。この場合、B さん

について在宅・入所相互利用加算を算定する

ことはできるか。 

ス に 関 す る

Q&A 

4 

報

酬 

日常生活

継続支援

加算 

入所者に対する介護福祉士の配置割合を算

出する際の入所者数や、要介護度や日常生

活自立度の割合を算出する際の入所者には、

併設のショートステイの利用者を含め計算す

べきか。空床利用型のショートステイではどう

か。 

当該加算は介護老人福祉施設独自の加算であるため、併設・

空床利用型の別を問わず、ショートステイの利用者は含まず、

本体施設である介護老人福祉施設の入所者のみに着目して

算出すべきである。  
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月改定関係 Q
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報

酬 

介護老人

福祉施設

（地域密

着型を含

む）、短期

入所生活

介護・日

常生活継

続支援加

算 

介護福祉士の配置割合を算定する際に、ショ

ートステイを兼務している介護福祉士はどのよ

うな取扱いとするか。  

併設型のショートステイと兼務している職員については、勤務

実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの方法によ

り、当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイそれぞ

れに割り振った上で（例：前年度の入所者数平均が 40 人の本

体施設と 10 人のショートステイの間で均等に兼務している場

合は常勤換算でそれぞれ 0.8 人と 0.2 人とするなど）、本体施

設での勤務に係る部分のみを加算算定のための計算の対象と

する。その際、実態として本体施設と併設のショートステイにお

ける勤務時間が 1：1 程度の割合で兼務している介護福祉士を

本体施設のみにおいてカウントするなど、勤務実態と著しく乖

離した処理を行うことは認められない。 

空床利用型のショートステイについては、ショートステイに係る

業務を本体施設における業務と分離して考えることは困難であ

るため、特に按分を行わず、本体施設に勤務する職員として数

えて差し支えない。 
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4 

報

酬 

日常生活

継続支援

加算 

本体施設である介護老人福祉施設において

日常生活継続支援加算を算定している場合、

併設するショートステイにおいてサービス提供

体制強化加算の算定は可能か。空床利用型

ショートステイではどうか。  

可能である。具体的には、併設型ショートステイについては、本

体施設と兼務する職員について、勤務実態、利用者数、ベッド

数等に基づき按分するなどの方法により当該職員の常勤換算

数を本体施設とショートステイそれぞれに割り振った上で、ショ

ートステイに係る職員についてサービス提供体制強化加算の

算定基準を満たす場合、空床利用型ショートステイについて

は、本体施設がサービス提供体制加算の算定要件を満たす場

合に、それぞれ同加算を算定することができる。 

 なお、このような処理をすることにより、空床利用型のショート

ステイと併設型のショートステイで加算算定の有無や算定する

加算の種類が異なる場合も生じうることになる。  

さらに、本体施設と異なる加算を算定する場合は、空床利用型

ショートステイであっても、本体施設とは別途、体制の届出が必

要となるので留意されたい。  
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報

酬 

日常生活

継続支援

加算 

介護福祉士の配置割合の要件については、

入所者は前年度の平均、介護福祉士の人数

は直近３月間における平均を用いるとのことで

あるが、計算方法を具体例でお示しいただき

たい。  

平成 21 年 4 月から加算を算定しようとする場合の算定方法

は以下のとおり。  

・ 原則として前月である平成 21 年 3 月中に届出を行うことと

なるため、「届出日が属する月の前 3 月」は、平成 20 年 12 

月、平成 21 年 1 月、同年 2 月の 3 月となる。  

・ この3 月における介護福祉士の常勤換算人数の平均が、当

該年度（届出日の属する年度＝平成 20 年度）の前年度である

平成 19 年度の入所者数の平均を６で除した値（端数切り上

げ）以上であれば加算を算定可能。  

 

H20.12～H21.2 介護福祉士数平均（※） ≧ H19 年度入所者

数平均 ÷ 6 （端数切り上げ） 

（※）H20.12～H21.2 の介護福祉士数平均 

＝（H20.12 介護福祉士常勤換算数＋ H21.1 介護福祉士常勤
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換算数＋ H21.2 介護福祉士常勤換算数）÷３ 

 

なお、平成21 年4 月に届出を行う場合は、届出日の属する年

度の前年度は平成 20 年度となるため、以下の算式となる。 

 H21.1～H21.3 介護福祉士数平均 ≧ H20 年度入所者数平

均 ÷ 6 （端数切り上げ）  

4 

報

酬 

サービス

提供体制

強化加算 

介護老人福祉施設と併設のショートステイを

一体的に運営している場合、加算の算定基準

となる職員の割合は一体的に算出すべきか、

別個に算出すべきか。両方を兼務している職

員をどちらか一方に寄せてカウントすることは

可能か。  

本体施設と併設のショートステイを兼務している職員について

は、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの

方法により当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイ

に割り振った上で、本体施設とショートステイそれぞれについて

割合を算出し、加算の算定の可否を判断することが望ましい。

ただし、大多数の職員が特養と併設ショートステイを均等に兼

務しているような場合は、本体施設とショートステイで一体的に

算出した職員の割合を、本体施設とショートステイの両方につ

いて用いても差し支えない。  

また、実態として本体施設のみに勤務している職員を本体施設

のみでカウントすることは差し支えないが、実態として本体施設

とショートステイを兼務している職員を本体施設かショートステ

イいずれか一方のみにおいてカウントするなど、勤務実態と乖

離した処理を行うことは認められない。  
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4 

報

酬 

看護体制

加算 

本体施設である介護老人福祉施設と併設の

ショートステイについて、一体的に加算を算定

できるのか。  

本体施設と併設のショートステイそれぞれについて別個に加算

算定の可否を判断する。すなわち、看護体制加算（Ⅰ）では本

体施設と併設のショートステイでそれぞれ常勤の看護師を1 人

ずつ配置している場合、看護体制加算（Ⅱ）では本体施設と併

設のショートステイでそれぞれ常勤換算で 25：1 以上、かつ本

体施設では最低基準に加え 1 以上の看護職員を配置している

場合に、算定可能となる。  
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その際、看護体制加算（Ⅱ）については、本体施設と併設のショ

ートステイを兼務している看護職員は、勤務実態、利用者数、

ベッド数等に基づき按分するなどの方法により当該職員の常勤

換算数を本体施設とショートステイに割り振った上で、本体施

設とショートステイそれぞれについて加算の算定の可否を判断

することとなる。 

なお、空床利用型ショートステイについては、加算（Ⅰ）、（Ⅱ）と

も、本体施設において加算の算定基準を満たしていれば空床

利用型ショートステイについても加算を算定することができる。  

4 

報

酬 

看護体制

加算 

本体施設と併設のショートステイの両方で看

護体制加算（Ⅰ）を算定する場合、ショートステ

イの看護師は本体施設の業務に従事しては

いけないのか。  

本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を

算定する場合、本体施設とショートステイそれぞれを担当する

常勤の看護師が定められていることが必要であるが、ショート

ステイを担当する常勤看護師が、ショートステイにおける業務

に支障のない範囲で本体施設における業務に従事することを

妨げるものではない。本体施設を担当する常勤看護師がショー

トステイの業務に従事する場合も同じ。  
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報
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看護体制

加算 

本体施設と併設のショートステイを通じて常勤

看護師が 1 人しかいないが、その 1 人が特

養とショートステイの両方を均等に兼務してい

る場合、本体施設と併設のショートステイのど

ちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するかは事業

者の選択によるものと解してよいか。  

本体施設と併設のショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）

を算定するかは事業者の選択として構わないが、算定すること

とした方の事業所を主として勤務を行うべきである。  
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報
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看護体制

加算 

本体施設 50 床＋併設ショートステイ 10 床の

施設が看護体制加算を算定しようとする場

合、本体施設である介護老人福祉施設につい

ては 31 人～50 人規模の単位数を算定できる

のか。  

定員規模に係る要件は介護老人福祉施設のみの定員に着目

して判断するため、お見込みどおり。なお、この取扱いは夜勤

職員配置加算についても同様である。  
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4 

報

酬 

看護体制

加算 

機能訓練指導員が看護師である場合、看護

体制加算（Ⅱ）の看護職員配置に含められる

か。看護体制加算（Ⅰ）についてはどうか。  

看護体制加算（Ⅱ）については、当該機能訓練指導員が看護

職員としての業務に従事している実態があれば、当該業務に

係る勤務時間を常勤換算の看護職員数の中に含めることは可

能である。 

看護体制加算（Ⅰ）については、看護職員としての業務以外の

業務に従事する看護師によって同加算を算定することは望まし

くない。  

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

83 

4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

ショートステイが併設の場合、本体特養と併設

のショートステイで合わせて夜勤職員を 1 人

以上加配していれば算定可能か。  

そのとおりである。ただし、本体施設と併設のショートステイのう

ち一方がユニット型で他方が従来型であるような場合について

は、それぞれにおいて 1 人以上ずつ夜勤職員を加配している

ことが必要である。  

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

84 

4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

一部ユニット型施設では、ユニット部分と従来

型部分それぞれで最低基準＋１人以上の夜

勤職員の配置が必要ということか。  

そのとおりである。  21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

85 

H26 

削除 

4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

ユニット型施設で夜間職員配置加算を算定す

る場合、例えば 6 ユニットの施設では、2 ユニ

ットにつき 2 人＝6 人の夜勤職員が必要という

ことではなく、2 ユニットにつき 1 人＋1 人＝4

人以上の夜勤職員配置があれば加算を算定

可能という理解でよいか。  

そのとおりである。 21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

86 



4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

一部ユニット型施設について、施設全体では

なく、ユニット部分と従来型部分それぞれで最

低基準＋1 人以上の配置が必要としているの

はなぜか。 

一部ユニット型施設においては、例えばユニット部分で 1 人の

夜勤職員を加配した場合、その職員が従来型部分においても

勤務することは通常は困難と考えられることから、ユニット部分

と従来型部分それぞれで加配を要することとしたもの。 

なお、これに伴い、定員規模に関する要件についても、ユニット

部分と従来型部分それぞれの定員規模に着目して適用するこ

ととしており、例えばユニット部分の定員が 50 人以下であれ

ば、当該部分については定員 31 人～50 人規模の施設と同じ

単位数が適用となる（ただし、施設全体の定員数が 30 人であ

る場合については定員 30 人又は 51 人以上の施設と同じ単

位数が適用される）。 

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

87 

H26 

削除 

4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

一部ユニット型施設のユニット部分又は従来

型部分の定員が 30 人であった場合は、当該

部分には「定員 31 人～50 人」の単位数と「定

員30 人又は51人以上」の単位数のいずれが

適用されるのか。  

定員 31 人～50 人規模の施設と同じ単位数が適用される。ま

た、ユニット部分又は従来型部分の定員が 29 人以下である場

合についても同様である（ただし、施設全体の定員数が 30 人

である場合については、定員 30 人又は 51 人以上の施設と同

じ単位数が適用される）。  

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

88 

4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

夜勤基準を 1 人以上上回らなければならない

とは、基準を満たした上で、加配分の 1 人は

同じ人間が夜勤の時間帯を通じて勤務しなけ

ればならないということか。  

夜勤職員配置加算の基準については、夜勤時間帯（午後 10 

時から翌日の午前 5 時までを含む連続した 16 時間）における

1 月の看護・介護職員の延夜勤時間数をその月の日数×16

時間で割った人数（1 日平均夜勤職員数）を元に判断する。こ

のため、何人かが交代で勤務していても、延夜勤時間数が必

要な時間数を満たしていれば算定が可能である。  

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

89 

4 

報

夜間職員

配置加算 

1 日平均夜勤職員数を算出するための延夜勤

時間数には、早出・遅出や日勤帯勤務の職員

の勤務時間も含められるのか。  

本加算は、深夜の時間帯のみならず、特に介護量が増加する

朝食、夕食及びその前後の時間帯を含む夜勤時間帯全体にお

ける手厚い職員配置を評価するものであり、その施設が設定し

た夜勤時間帯において勤務した時間であれば、早出・遅出及

び日勤帯勤務の職員の勤務時間も延夜勤時間数に含めること

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

90 



酬 
は可能である。ただし、加算を算定可能とすることを目的とし

て、例えば「22 時から翌日 14 時まで」のような極端な夜勤時間

帯の設定を行うべきではなく、夜勤時間帯の設定は、例えば

「17 時から翌朝 9 時まで」のような朝食介助・夕食介助の両方

を含む設定を基本としつつ、勤務実態等から見て合理的と考え

られる設定とすべきである。 

ただし、夜勤職員配置の最低基準が 1 人以上とされている入

所者が 25 人以下の施設については、いわゆる「1 人夜勤」の

負担を緩和する観点から、深夜の時間帯において職員を加配

する（夜勤職員を 2 人以上とする）ことにより加算の算定要件

を満たすことが望ましい。  

＆A(vol.1) 

4 

報

酬 

夜間職員

配置加算 

延夜勤時間数には純粋な実働時間しか算入

できないのか。休憩時間はどのように取り扱え

ばいいのか。  

通常の休憩時間は、勤務時間に含まれるものとして延夜勤時

間数に含めて差し支えない。ただし、大半の時間において仮眠

をとっているなど、実態として宿直に近い状態にあるような場合

についてまで含めることは認められない。  

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

91 

4 

報

酬 

若年性認

知症利用

者受入加

算 

一度本加算制度の対象者となった場合、６５

歳以上になっても対象のままか。 

６５歳の誕生日の前々日までは対象である。  21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol.1) 

101 

4 

報

若年性認

知症利用

者受入加

算 

担当者とは何か。定めるにあたって担当者の

資格要件はあるか。 

若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の

介護職員の中から定めていただきたい。人数や資格等の要件

は問わない。  

21.3.23 

介護保険最新

情報 vol.69 

平成 21 年 4

月改定関係 Q
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酬 
＆A(vol.1) 

4 

報

酬 

栄養マネ

ジメント加

算、経口

移行加

算、経口

維持加算 

栄養マネジメント加算、経口移行加算、経口維

持加算において、共同して取り組む職種として

歯科医師が追加されたが、当該加算の算定に

あたって歯科医師の関与や配置は必要か。 

多職種共同で計画を立案する必要があるが、歯科医師の関与

及び配置は必須ではなく、必要に応じて行うものである。 

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

5 

4 

報

酬 

経口維持

加算 

経口維持加算について、ビデオレントゲン撮影

や内視鏡検査を行った場合、費用は利用者の

負担となると考えてよろしいか。 

造影撮影（造影剤使用撮影）の場合、老人性認知症疾患療養

病床以外の介護保険施設に入所している者については、当該

検査を実施した医療機関がその費用を医療保険で算定可能で

ある。 

また、内視鏡検査（喉頭ファイバースコピー）の場合、指定介護

老人福祉施設及び介護老人保健施設入所者については、医

療保険で算定可能である。 

なお、歯科医療については、医学管理等を除いて、医科の場合

のような往診、通院についての施設療養と保険診療の調整の

措置は採られていないこと。 

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

6 

4 

報

酬 

経口維持

加算 

経口維持加算について、著しい摂食・嚥下機

能障害を有し、誤嚥が認められるものについ

て、特別な管理が行われた場合には算定でき

るとのことだが、日数の制限等はないのか。ま

た、どうなると算定できなくなるのか。 

１．著しい摂食機能障害を有する者の算定期間については、継

続して経口による食事の摂取を進めるための特別な栄養管理

により、当該入所者が必要な栄養は摂取されており、かつ、概

ね 1 週間以上にわたり著しい摂食機能障害による誤嚥が認め

られないと医師が判断した日までの期間とするが、入所者又は

その家族の同意を得た日から起算して 180 日以内の期間に限

ることとしている。 

２．誤嚥を防止するための特別な栄養管理が、入所者又はそ

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

7 

H26 

削除 



の家族の同意を得た日から起算して 180 日を超えた場合で

も、造影撮影（造影剤使用撮影）又は内視鏡検査（喉頭ファイ

バースコピー）を再度実施した上で、医師が特別な栄養管理を

引き続き必要と判断し、かつ、引き続き当該栄養管理を施する

ことについて利用者又はその家族の同意を得た場合にあって

は、当該加算を算定できることとする。ただし、この場合におい

て、医師の指示は概ね２週間毎に受けるものとする。 

4 

報

酬 

経口維持

加算 

経口維持加算（Ⅰ）の嚥下機能評価につい

て、造影撮影や内視鏡検査以外での評価（水

飲みテストなど）で嚥下機能評価している場合

でも可能か。 

御指摘のような場合には算定できない。 21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

8 

4 

報

酬 

経口維持

加算 

経口維持加算（Ⅰ）の算定にあたってのビデオ

レントゲン検査や内視鏡検査は、当該施設で

機器がないため出来ない場合、利用者が医療

機関を受診し、その個人負担分は利用者が負

担することになるのか。 

保険医療機関において利用者が受診することになり、医療保

険の自己負担分については、利用者負担となる。なお、施設ご

との医療保険の適用の可否については、「問５６」を参照された

い。また、併設保険医療機関における保険請求に当たっては、

「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療

保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平成１２

年保険発第５５号・老企発第５６号・老健発第８０号）を参照され

たい。 

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

9 

4 

報

酬 

療養食加

算 

療養食加算の対象となる脂質異常症の入所

者等について、薬物療法や食事療法により、

血液検査の数値が改善された場合でも、療養

食加算を算定できるか。 

医師が疾病治療の直接手段として脂質異常症食にかかる食事

せんの発行の必要性を認めなくなるまで算定できる。 

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

10 



4 

報

酬 

日常生活

継続支援

加算 

要介護 4・5 の入所者や認知症日常生活自立

度Ⅲ以上の入所者の割合については、直近 3 

月それぞれの末日における割合の平均を用

いるとされているが、月末時点で入院中又は

外泊中の入所者については、計算上どのよう

に取り扱うべきか。  

入院・外泊が長期に渡り、その月において1 日も当該施設を利

用していないような場合を除いて、入院・外泊中の入所者を含

めて割合を算出しても差し支えない。ただし、末日において同

様に入院・外泊している入所者のうち、要介護4・5 の入所者の

みを含めて要介護 3 以下の入所者は除くというような恣意的な

取扱いは認められない。 なお、介護福祉士の配置の基準とす

る前年度の平均入所者数の計算における入院・外泊の取扱い

については、通常の介護職員・看護職員の人員配置（3 対 1）の

基準となる入所者数を計算する際に従来採用している取扱い

と同様に計算すればよい。  

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

31 

4 

報

酬 

日常生活

継続支援

加算 

介護福祉士の配置の基準とする前年度の平

均入所者数について、前年度半ばに介護老人

福祉施設を新設した場合若しくは当該施設の

定員数を増床・減床した場合においてどのよう

に取り扱うのか。  

留意事項通知第二の１（７）に準じて取り扱われたい。  21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

32 

4 

報

酬 

看取り介

護加算 

平成 21 年３月中に入所者から同意を取り、看

取り介護を実施していたが、４月に入ってから

入所者が亡くなった場合の加算の算定方法は

どのようにするのか。  

当該加算は死亡月にまとめて算定するものであるところ、４月

以降に死亡した入所者については、３月中の入所期間を含め、

死亡日から遡って 30 日間について、報酬改定後の単位数に

基づき計算することとする。このため、４月半ばに施設内又は

居宅において死亡した場合、３月中の入所期間について 160 

単位の算定はできず、死亡日につき 1280 単位、死亡日前日

及び前々日につき 680 単位、残る 27 日分については 3 月中

の入所期間も含め 80 単位を算定することとなる。 

また、例えば４月１日に施設内において死亡した場合は、死亡

日の前日及び前々日は３月中（３月 31 日及び 30 日）になるも

のの、この場合も両日について 680 単位を算定することは可

能であるものとする。すなわち、４月１日について 1280 単位、３

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

34 



月 31 日及び３月 30 日について 680 単位を算定し、 残る 27 

日分につき 80 単位を算定することとなる。  

4 

報

酬 

認知症高

齢者の日

常生活自

立度を基

準とした

加算 

「認知症高齢者の日常生活自立度」を基準と

した加算について、医師が判定した場合、その

情報は必ず文書で提供する必要があるのか。 

医師が判定した場合の情報提供の方法については特に定め

ず、必ずしも診断書や文書による診療情報提供を義務づけるも

のではない。 

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

39 

4 

報

酬 

認知症専

門ケア加

算 

加算対象となる者が少ない場合でも、認知症

専門ケア加算Ⅱを算定するためには認知症介

護実践リーダー研修修了者 1 名と認知症介

護指導者研修修了者 1 名の合計 2 名の配置

が必要か。 

加算対象となる者が 10 名未満の場合、認知症介護実践リー

ダー研修と認知症介護指導者研修の両方を修了した者が 1 

名配置されていれば認知症専門ケア加算Ⅱを算定できるもの

とする。 

21.4.17 

介護保険最新

情報 vol.79 

平成 21 年 4

月改定関係 Q

＆A(vol..2) 

40 

5 

そ

の

他 

施設形態 地域密着型介護老人福祉施設は、どのような

形態が考えられるのか。 

次のような形態が考えられる。 

○ 単独の小規模の介護老人福祉施設 

○ 本体施設のあるサテライト型居住施設 

○ 居宅サービス事業所(通所介護事業所、短期入所生活介護

事業所等)や地域密着型サービス事業所(小規模多機能型居

宅介護事業所等) と併設された小規模の介護老人福祉施設 

 

これらの形態を組み合わせると、 

 本体施設+地域密着型介護老人福祉施設(サテライト型居住

施設)十併設事業所 

といった事業形態も可能である。 

18.2.24 

全国介護保険

担当課長ブロ

ック会議資料 

Q&A 

102 



5 

そ

の

他 

旧一部ユ

ニット型施

設の住所

地特例入

居者の取

扱い 

一部ユニット型指定介護老人福祉施設が、指

定の更新期限を迎え、別々に指定を行うこと

により、指定地域密着型介護老人福祉施設と

なる場合、住所地特例の適用を受けて入所し

ている者の取扱いはどのようになるのか。 

当該入所者が当該一部ユニット型指定介護老人福祉施設に継

続して入所している間に限り、平成２４年３月３１日までの間

は、引き続き一部ユニット型指定介護老人福祉施設として認め

られるため、当該入所者は住所地特例の適用を受けることとな

る。   

なお、平成２４年４月１日以降は、介護サービスの基盤強化の

ための介護保険法等の一部を改正する法律（平成２３年法律

第７２号）により、当該指定介護老人福祉施設が入所定員の減

少により地域密着型介護老人福祉施設となった場合において

も、引き続き、住所地特例の適用を受けることとなる。 

23.9.30 
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指定居宅サー

ビス等の事業

の人員、設備

及び運営に関

する基準の一

部を改正する

省令の施行に

伴う指定、介

護報酬等の取

扱いについて 
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